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○第五次行政改革大綱（素案）と第五次行政改革大綱の策定に関する基本方針との比較 

第五次行政改革大綱（素案） 第五次行政改革大綱の策定に関する基本方針 

第１章 総 論 

第１ 行政改革の基本的事項  

１ 行政改革大綱及び同推進計画 

 ⑴ 行政改革大綱の策定趣旨 

 行政改革大綱は、本市が取り組むべき行政改革の基本理念及び

基本方針を定め、長期総合計画に掲げる政策の実現を支える行政

改革の指針として、中・長期的な行財政運営のあり方を示すもの

である。 

 ⑵ 行政改革大綱の推進期間 

 行政改革大綱の推進期間は、平成２３年度を初年度とし、平成

２７年度を目標年度とする５年間とする。 

 ただし、推進期間内においても、本市の行財政を取り巻く環境

に著しい変化が生じた場合には、適切に見直しを行うものとする。 

 ⑶ 行政改革大綱推進計画 

 行政改革大綱を踏まえて行政改革を具体的かつ計画的に推進す

るため、推進内容及び時期等の方策を明らかにした行政改革大綱

推進計画を策定するものとし、その推進状況に基づき毎年度見直

しを図っていく。 

 

 

 

 

 

 

第３ 行政改革の推進  

１ 行政改革大綱の策定 

 ⑴ 策定趣旨 

 行政改革大綱は、本市が取り組むべき行政改革の基本理念及び

基本方針を定め、長期総合計画に掲げる政策の実現を支える行政

改革の指針として、中・長期的な行財政運営のあり方を示すもの

である。 

 なお、行政改革大綱推進計画は、行政改革大綱を踏まえて行政

改革を具体的かつ計画的に推進するため、推進内容及び時期等の

方策を定めるものであり、その推進状況に基づき毎年度見直しを

図っていく。 

 ⑵ 推進期間 

 行政改革大綱の推進期間は、平成２３年度を初年度とし、平成

２７年度を目標年度とする５年間とする。 

 ただし、推進期間内においても、本市の行財政を取り巻く環境

に著しい変化が生じた場合には、適切に見直しを行うものとする。 

 ⑶ 策定時期 

 平成２３年３月（目途） 

 ⑷ 策定体制 

 行政改革大綱の策定に当たっては、行政改革本部の下に複数の

専門部会を設置し、本市の行財政運営のあり方や行政改革の方策

について専門的に調査検討するとともに、有識者及び公共的団体

参 考 
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２ 行政改革の推進体制 

 

３ 目標の数値化・具体化 

 

４ 推進状況の公表等 

 行政改革大綱の推進状況に基づき、毎年度、行政改革大綱推進計

画の見直しを行うとともに、行政改革大綱に基づく成果等について、

市報、ホームページ等を通じて市民に分かりやすく公表する。 

 

 

 

 

 

第２ 行政改革の背景と必要性  

１ 社会経済情勢の変化 

 我が国は、少子高齢化の急速な進展に伴い、平成１７年には出生

数から死亡数を引いた人口の自然増減数が初めて減少し、その後、

平成２０年から連続して人口の減少が続くなど、本格的な人口減少

時代の到来を迎えた。本市の場合、人口は微増で推移しているが、

高齢化率は平成２３年１月現在２０.６％であり、超高齢社会と呼ば

れる水準に達しようとしている。このため、将来的に高齢者関係の

の代表者等で構成された行財政運営懇談会において本市の行財政

に係る課題を総合的見地から調査検討する。 

 

２ 行政改革の推進体制 

 

３ 目標の数値化・具体化 

 

４ 行政改革大綱の公表等 

 行政改革大綱の策定過程について、市報、ホームページ等を通じ

て市民に分かりやすく公表し、市民からの意見を行政改革大綱に反

映させる。 

 また、行政改革大綱の推進状況に基づき、毎年度、行政改革大綱

推進計画の見直しを行うとともに、行政改革大綱に基づく成果等に

ついて、市報、ホームページ等を通じて市民に分かりやすく公表す

る。 

 

第１ 行政改革の背景と必要性  

１ 社会経済情勢の変化 

 我が国は、少子高齢化の急速な進展に伴い、平成１７年には出生

数から死亡数を引いた人口の自然増減数が初めて減少し、その後、

平成２０年から連続して人口の減少が続くなど、本格的な人口減少

時代の到来を迎えた。本市の場合、人口は微増で推移しているが、

高齢化率は平成２２年１月現在２０.２％であり、超高齢社会と呼ば

れる水準に達しようとしている。このため、将来的に高齢者関係の
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社会保障給付費の増加や労働力人口の減少に伴う市税収入への影響

が予測され、少子高齢社会・人口減少社会を見据えた行政運営が必

要である。 

 また、平成２０年９月のアメリカ大手投資銀行の破たん（いわゆ

るリーマン・ショック）を契機に深刻化した世界的な金融危機は、

日本経済にも大きな打撃を与えた。今日、海外経済の改善を起点と

して、景気は緩やかに回復しつつあるが、失業率が高水準にあるな

ど依然として厳しい状況にある。市民生活への影響も深刻であり、

各分野でセーフティネットの充実が求められている。 

 

２ 地方分権の進展 

 

３ 公共サービス提供主体の多様化 

 少子高齢化や高度情報化の進展、環境問題に対する危機意識等を

背景に、市民の価値観や生活様式は大きく変化している。それに伴

い、市民需要もますます複雑多様化しており、行政のみでこれに対

応していくことは、質的にも量的にも限界がある。 

 近年、公共サービスの各分野で、ＮＰＯ法人、ボランティア団体

等の市民活動団体や企業による活動が活発化し、制度面でも平成１

５年の地方自治法の改正により指定管理者制度が創設されるなど、

民間開放の動きが加速している。 

 そこで、本市においても、補完性の原理を基本として、これまで

行政が提供してきた公共サービスを改めて検証し、柔軟に対応して

いくことが必要であり、多様な主体による公共サービスの提供に向

社会保障給付費の増加や労働力人口の減少に伴う市税収入への影響

が予測され、少子高齢社会・人口減少社会を見据えた行政運営が必

要である。 

 また、平成２０年９月のアメリカ大手投資銀行の破たん（いわゆ

るリーマン・ショック）を契機に深刻化した世界的な金融危機は、

日本経済にも大きな打撃を与えた。今日、海外経済の改善を起点と

して、景気は緩やかに回復しつつあるが、失業率が高水準にあるな

ど依然として厳しい状況にある。市民生活への影響も深刻であり、

各分野でセーフティネットの充実が求められている。 

 

２ 地方分権の進展 

 

３ 公共サービスの多元化 

 少子高齢化や高度情報化の進展、環境問題に対する危機意識等を

背景に、市民の価値観や生活様式は大きく変化している。それに伴

い、市民需要もますます複雑多様化しており、行政のみでこれに対

応していくことは、質的にも量的にも限界がある。 

 近年、公共サービスの各分野で、ＮＰＯ法人、ボランティア団体

等の市民活動団体や企業による活動が活発化し、制度面でも平成１

５年の地方自治法の改正により指定管理者制度が創設されるなど、

民間開放の動きが加速している。 

 そこで、本市においても、補完性の原理を基本として、これまで

行政が提供してきた公共サービスを改めて検証し、柔軟に対応して

いくことが必要であり、多元的な主体による公共サービスの提供に
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けて、地域経営の観点から、市民との協働、民間活力の導入等の取

組を進めていくことが求められている。 

 

４ ＩＣＴ（情報通信技術）の発展 

 

５ 厳しい財政状況への対応 

 

６ 組織活力の維持向上 

 

第３ 行政改革の基本的な考え方  

１ 行政改革の基本理念 

 

２ 行政改革の視点 

 ⑴ 市民満足度の向上 

 ⑵ 適切な役割分担及び連携 

 ⑶ 説明責任の徹底 

 ⑷ 経営資源の有効活用 

 ⑸ 安定性及び持続可能性の確保 

 

３ 行政改革の基本方針 

 

第２章 行政改革の推進体系及び推進項目一覧 

 

第３章 行政改革の推進項目 

向けて、地域経営の観点から、市民との協働、民間活力の導入等の

取組を進めていくことが求められている。 

 

４ ＩＣＴ（情報通信技術）の発展 

 

５ 厳しい財政状況 

 

６ 組織活力の維持向上 

 

第２ 行政改革の基本的な考え方  

１ 行政改革の基本理念 

 

２ 行政改革の視点 

 ⑴ 市民満足度の追求 

 ⑵ 適切な役割分担及び連携 

 ⑶ 説明責任の確保 

 ⑷ 経営資源の有効活用 

 ⑸ 安定性及び持続可能性の確保 

 

３ 行政改革の基本方針 

 

４ 行政改革の体系 

 行政改革の基本方針を柱とした推進項目の体系について、おおむ

ね次のとおり想定する。 
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【改革の柱①】最適な行政サービスの創造（質的改革） 

 

【改革の柱②】自立的な行財政基盤の確立（量的改革） 

第１ 業務改善の推進  

 限られた経営資源を最大限に活用する観点から、行政内部の意思

決定や管理事務の簡素化を図るとともに、少子高齢化の進展、学校

施設をはじめとする社会基盤の老朽化による更新需要の増大等の

中・長期的な傾向を的確に把握しながら事業の選択と重点化を図り、

継続的な実施が困難な事業については早期に廃止を含めた見直しを

行うなど、将来世代に責任を持つ行財政運営を推進する。 

 また、経済性や効率性とともに行政責任の確保、秘密保持等の多

角的な観点から民間活力の導入を検討し、これを積極的に推進する

ことで、経費の節減及びサービスの向上を目指す。 

 

 

 

第２ 公共施設の効率的な管理運営  

 

第３ 持続可能な財政基盤の構築  

 分権型社会に対応できる財政基盤を構築するため、補助金等の適

正化、公共工事の効率的な執行、特別会計繰出金の抑制等により歳

出全般の効率化及び財源配分の重点化を図る。 

 また、厳しい財政運営が予想される中で、歳出の見直しと併せて、

市税等の収納率の向上や受益者負担の適正化、市有財産の有効活用

 ⑴ 最適な行政サービスの創造（質的改革） 

 

 ⑵ 自立的な行財政基盤の確立（量的改革） 

  ア 業務改善の推進 

 限られた経営資源を最大限に活用する観点から、行政内部の

意思決定や管理事務の簡素化を図るとともに、少子高齢化の進

展、学校施設をはじめとする社会基盤の老朽化による更新需要

の増大等の中・長期的な傾向を的確に把握しながら事業の選択

と重点化を図り、継続的な実施が困難な事業については早期に

廃止を含めた見直しを行うなど、将来世代に責任を持つ行財政

運営を推進する。 

 また、経済性や効率性とともに行政責任の確保、秘密保持等

の多角的な観点から検討しながら民間活力を積極的に導入し、

経費の節減及びサービスの向上を目指す。 

（庁内分権の推進、事務事業の見直し、民間委託の推進など） 

 

  イ 公共施設の効率的な管理運営 

 

  ウ 持続可能な財政基盤の構築 

 分権型社会に対応できる財政基盤を構築するため、補助金等

の適正化、公共工事の効率的な執行、特別会計繰出金の抑制等

により歳出全般の効率化及び財源配分の重点化を図る。 

 また、厳しい財政運営が予想される中で、歳出の適正な執行

と併せて、市税等の収納率の向上や受益者負担の適正化、市有
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など、自主財源の確保に積極的に取り組む。 

 

 

第４ 業務執行体制の整備  

 

資料編 

第１ 行政改革大綱の策定経過  

 

第２ 参考資料  

 

第３ 用語解説  

 

財産の有効活用など、自主財源の確保に積極的に取り組む。 

（財政計画の策定、補助金等の見直し、独自財源の確保など） 

 

  エ 業務執行体制の整備 

 

 


